
貸借対照表 
 

（2025 年 3月 31 日現在） 

（単位：千円） 

科目 金額 科目 金額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 30,411,763 流動負債 10,899,801 

現金及び預金 665,857 営業未払金 3,232,833 

受取手形 84,276 リース債務 1,057,329 

電子記録債権 1,239,673 未払金 1,988,677 

営業未収入金 7,747,782 未払費用 448,846 

契約資産 450,747 未払法人税等 1,319,784 

リース投資資産 10,990,792 未払消費税等 874,529 

商品 21,086 契約負債 289,340 

貯蔵品 14,178 前受金 409,994 

前払費用 1,215,862 預り金 54,677 

関係会社預け金 7,608,302 賞与引当金 1,146,708 

その他 381,555 役員賞与引当金 77,080 

貸倒引当金 △8,353   

    

固定資産 54,811,315 固定負債 27,014,792 

有形固定資産 41,373,073 関係会社長期借入金 2,700,000 

建物 27,655,797 リース債務 14,852,350 

構築物 980,099 土地再評価に係る繰延税金負債 13,959 

機械及び装置 869,356 退職給付引当金 1,856,041 

車両運搬具 669,458 資産除去債務 3,715,849 

工具器具及び備品 272,040 預り保証金 3,522,174 

土地 5,712,616 転貸損失引当金 349,657 

リース資産 4,212,015 その他 4,761 

建設仮勘定 1,001,688   

  負債合計 37,914,593 

無形固定資産 459,665 （純資産の部）  

ソフトウェア 380,835 株主資本  48,778,301 

電話加入権 25,487 資本金 3,764,000 

その他 53,342 資本剰余金 3,989,774 

  資本準備金 3,989,774 

投資その他の資産 12,978,576 利益剰余金 41,024,527 

投資有価証券 468,517 利益準備金 141,230 

関係会社株式 617,380 その他利益剰余金 40,883,297 

長期前払費用 443,091 圧縮記帳積立金 37,685 

繰延税金資産 578,230 別途積立金 31,960,000 

差入保証金 6,053,243 繰越利益剰余金 8,885,611 

建設協力金 82,009   

前払年金費用 4,454,688   

その他 282,285 評価・換算差額等 △1,469,816 

貸倒引当金 △871 その他有価証券評価差額金  55,101 

  土地再評価差額金 △1,524,917 

  純資産合計 47,308,484 

資産合計 85,223,078 負債・純資産合計 85,223,078 

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 
 
 
 
 
 



損益計算書 
 

（2024 年 4月１日から 2025 年 3 月 31 日まで） 

（単位：千円） 

科目 金額 

営業収益  70,307,821 

営業原価  57,520,308 

営業総利益  12,787,513 

   

販売費及び一般管理費  3,410,331 

営業利益  9,377,181 

   

営業外収益   

受取利息及び配当金 129,774  

受取違約金 25,521  

その他 127,958 283,255 

   

営業外費用   

支払利息 279,609  

その他 19,959 299,568 

経常利益  9,360,868 

   

特別利益   

固定資産売却益 698,692  

その他 4 698,697 

    

特別損失   

固定資産除売却損 6,711  

固定資産減損損失 37,507  

転貸損失引当金繰入額 349,657  

関係会社出資金評価損 317,892  

関係会社株式売却損 897,630 1,609,398 

税引前当期純利益  8,450,167 

   

法人税､住民税及び事業税 2,321,584  

法人税等調整額 337,315  

当期純利益 
 

5,791,266 

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
株主資本等変動計算書 

 
（2024 年 4月１日から 2025 年 3 月 31 日まで） 

（単位：千円） 
 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

圧縮記帳 

積立金 
別途積立金 

繰越利益    

剰余金 

2024 年 4 月 1日残高 3,764,000 3,989,774 3,989,774 141,230 40,586 28,860,000 8,228,540 

事業年度中の変動額        

圧縮記帳積立金の取崩     △2,900  2,900 

別途積立金の積立      3,100,000 △3,100,000 

剰余金の配当       △2,037,096 

当期純利益       5,791,266 

土地再評価差額金の取崩        

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
       

事業年度中の変動額合計 － － － － △2,900 3,100,000 657,071 

2025 年 3 月 31 日残高 3,764,000 3,989,774 3,989,774 141,230 37,685 31,960,000 8,885,611 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 株主資本 評価・換算差額等  

利益剰余金 
株主資本 

合計 

その他有価

証券評価  

差額金 

土地再評価

差額金 

評価・換算 

差額等合計 
純資産合計 利益剰余金

合計 

2024 年 4 月 1日残高 37,270,356 45,024,130 70,876 △1,524,522 △1,453,646 43,570,484 

事業年度中の変動額      － 

圧縮記帳積立金の取崩      － 

別途積立金の積立      － 

剰余金の配当 △2,037,096 △2,037,096    △2,037,096 

当期純利益 5,791,266 5,791,266    5,791,266 

土地再評価差額金の取崩    △394 △394 △394 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
  △15,775  △15,775 △15,775 

事業年度中の変動額合計 3,754,170 3,754,170 △15,775 △394 △16,170 3,738,000 

2025 年 3 月 31 日残高 41,024,527 48,778,301 55,101 △1,524,917 △1,469,816 47,308,484 



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法  

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

 ①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等による時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により 

算定）を採用しております。 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①商品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。 

     ②貯蔵品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法  

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1日以降に取得した建物及び建物附属設備、2016 年 4月 1 日以

降に取得した構築物、並びに太陽光発電設備(機械及び装置)については定額法を採用しております。 

 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

 

(3)リース資産 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が 2008 年

3 月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 

(4)長期前払費用 

定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準  

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充当するため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 

(3)役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えて、当事業年度において負担すべき支給見込額を計上しております｡ 

 

(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度

において発生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、発生事業年度に一括処理してお

ります。なお、年金資産の額が退職給付債務を超過する場合には、前払年金費用として計上しております。 

     

(5)転貸損失引当金 

転貸借契約の残存期間に発生する損失に備えるため、支払義務のある賃料等総額から転貸による見込賃料 

収入総額を控除した金額を計上しております。 



４．収益及び費用の計上基準   

(1)貨物自動車運送事業 

貨物自動車運送事業においては、建築・建材や日用雑貨やアパレル関連等の運送サービスを提供しています。 

このような運送サービスの提供については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足

に係る進捗度に基づき収益を認識しております。 

ただし、運送サービスが国内での提供であり提供期間が数日間と短い場合は、収益に与える影響が小さいと判断

し、積み日時点において収益を認識しております。 

また、顧客への運送サービス提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、純額で収益を認識して

おります。 

 

(2)物流サービス事業 

物流サービス事業においては、物流センター内での保管業務や入出庫作業等のサービスを提供しています。 

保管業務等の一定期間にわたり履行義務が充足されると判断した取引については、履行義務の充足に伴い収益を

認識しております。また入出荷作業等の作業完了時の一時点において履行義務が充足されると判断した取引につ

いては、履行義務が完了した一時点において収益を認識しております。 

 

(3)その他事業 

その他事業においては、太陽光設置工事や蓄電池の据え付け工事等のサービスを提供しています。 

このようなサービスの提供については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係

る進捗度に基づき収益を認識しております。 

 

Ⅱ．収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

 収益を理解するための基礎となる情報につきましては「I．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の  

「４.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

なお、営業収益には賃貸収入 4,575,990 千円が含まれております。 

 

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記 

１． 固定資産の減損 

(1)当事業年度計上額 

減損損失             37,507 千円 

固定資産         41,832,738 千円 

当事業年度において、ソフトウェアについて減損損失を計上しております。 

 

(2)その他見積りの内容に関する理解に資する情報                        

         ①見積りの算出方法    

当社は、管理会計上の区分を基準に、事業所を単位としてグルーピングを実施しており、減損の兆候があると判定

された資産グループについては、当該グループにおける割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価額を比較し割引前

将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回った場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を認識し

ております。回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により算定しております。 

その結果、当事業年度においては、ソフトウェアについて減損損失を認識し、それ以外の資産グループについて割

引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回っていることから、減損損失を認識しておりません。なお、割引前

将来キャッシュ・フローは、取締役会により承認された事業計画を基礎としております。 

 

    ②見積りの算出に用いた主な仮定 

割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、事業所ごとの売上高見込み、営業総利益率見込み及

び事業計画後の成長率です。事業所ごとの売上高見込み、営業総利益率見込みについては、主として過年度実績を

考慮して算出しております。事業計画後の成長率については、事業計画最終年度以降の不確実性及び事業所の環境

を考慮し、成長率を 0％～5％と仮定しております。 

 

    ③翌年度の計算書類に与える影響 

主要な仮定については、見積りの不確実性が存在するため、キャッシュ・フローの実績が見積金額と乖離する場合

があります。また、経営環境に著しい変化があった場合にも主要な仮定の見直しが必要となり、翌会計年度におい

て減損損失が発生する可能性があります。 

 

 

 



２． 繰延税金資産の回収可能性 

(1)当事業年度計上額 

繰延税金資産 （繰延税金負債相殺前・評価性引当額控除後）                3,045,189 千円 

（繰延税金負債と相殺後の純額は 578,230 千円（繰延税金資産）） 

 

(2)その他見積りの内容に関する理解に資する情報                        

         ①見積りの算出方法    

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第 26 号）で示され 

ている会社分類の判定を行い、将来減算一時差異に対して、一時差異等のスケジューリングの結果、繰延税金資産 

を見積る場合、当該繰延税金資産は回収可能性があると判断しております。 

当年度においては、一時差異等のスケジューリングの結果、評価性引当額 109,392 千円を繰延税金資産から控除 

しております。 

 

②見積りの算出に用いた主な仮定 

課税所得の見積りに用いた主要な仮定は、事業所ごとの売上高見込み、営業総利益率見込みです。 

事業所ごとの売上高見込み、営業総利益率見込みについては、主として過年度実績を考慮して算出しております。 

 

    ③翌年度の計算書類に与える影響 

主要な仮定については、見積りの不確実性が存在するため、経営環境等の変化により、策定した将来事業計画の 

見直しが必要となった場合、翌年度の繰延税金資産の回収可能性の判断に影響を与える可能性があります。 

 

Ⅳ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額                                24,602,252 千円 

※減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

                                                           

２．関係会社に対する金銭債権債務（区分掲記したものを除く） 

 

３．土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」(1998 年 3 月 31 日公布法律第 34 号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律」(1999 年 3 月 31 日公布法律第 24 号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金とし

て純資産の部に計上しております。 

なお、再評価の方法については、土地の再評価に関する法律施行令(1998 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2 条

第 4号に定める地価税法(1991年法律第 69号)第 16条に規定する地価税の課税標準の計算の基礎となる土地の価

額を算出するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に合理的調整を行って算出しておりま

す。 

再評価を行った年月日               2002 年 3月 31 日 

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額………       320,676 千円 

 

４．固定資産の圧縮記帳額 

国庫補助金等の受入により、有形固定資産の取得価格から控除している圧縮記帳額は、次のとおりであります。 

土 地                                            186,416 千円  

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

短期金銭債権 1,377,907 千円 

長期金銭債権 164,604 千円 

短期金銭債務 52,383 千円 

長期金銭債務 － 千円 



Ⅴ．損益計算書に関する注記 

 １．関係会社との取引高 

営業収益                                         16,462,001 千円 

営業原価                                          590,651 千円 

販売費及び一般管理費                                         84,133 千円 

営業取引以外の取引による取引高                                    

 受取利息及び配当金                                  122,795 千円 

 支払利息                                        36,633 千円 

その他営業外収益、特別利益                                6,947 千円 

 その他営業外費用、特別損失                                4,689 千円 

資産購入高                                       3,512,648 千円 

 

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式                                          10,800,000 株 

 

２．配当に関する事項   

(1) 配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 
配当金の総額 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2024 年 6月 21 日 

定時株主総会 

普通 

株式 
2,037,096 千円 188 円 62 銭 2024 年 3月 31 日 2024 年 6月 24 日 

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

2025年 6月 24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり予定しております。 

① 配当金の総額         797,256 千円    

② 1 株当たり配当額 73 円 82 銭      

③ 基準日 2025 年 3月 31 日      

④ 効力発生日 2025 年 6月 25 日      

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

Ⅶ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金   2,828 千円 

賞与引当金   350,663 千円 

未払事業税   86,687 千円 

未払給与   45,607 千円 

退職給付引当金   583,466 千円 

固定資産償却超過額   319,258 千円 

資産除去債務   1,169,377 千円 

減損損失   7,455 千円 

関係会社株式譲渡損繰延   282,484 千円 

その他   306,751 千円 

繰延税金資産小計   3,154,581 千円 

評価性引当額   △109,392 千円 

繰延税金資産合計   3,045,189 千円 

 

 

 

 

 
 

   



 

繰延税金負債 

関係会社株式譲渡益繰延   358,343 千円 

資産除去債務（資産計上）   670,850 千円 

前払年金費用   1,395,192 千円 

圧縮記帳積立金   17,268 千円 

その他有価証券評価差額金   25,303 千円 

繰延税金負債合計   2,466,958 千円 

繰延税金資産の純額   578,230 千円 

    

土地再評価に係る繰延税金負債    

土地再評価差額金   13,959 千円 

土地再評価に係る繰延税金負債の純額   13,959 千円 

 
Ⅷ．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

リース契約により使用する固定資産の主な内容は以下のとおりであります。 

なお、このほか、オペレーティングリースにより使用する物流センター用の土地があります。 

資産の種類 資産の内容 

建物 物流センター 

 

Ⅸ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針  

当社は、資金運用についてはグループＣＭＳにより余剰資金を預託しており、資金調達についても、グループＣＭ

Ｓからの借入により資金を調達しております。 

   

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制  

営業債権である受取手形、電子記録債権及び営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理基準に沿ってリス

ク低減を図っております。投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行

っています。営業債務である営業未払金については、1 ヶ月以内の支払期日です。 

リース債務及び借入金の使途は設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、このうち借入金の調達先

は、グループＣＭＳによるものとなっております。 

なお、営業債務、リース債務及び借入金は流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次で資金繰り計画を作

成する等の方法により管理しています。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2025 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

（単位：千円） 

 

 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① リース投資資産 10,990,792  11,250,435  259,643  

② 投資有価証券    

     その他有価証券 167,218  167,218  － 

③ 差入保証金 6,053,243  5,366,477  △686,765  

④ 建設協力金 82,009  82,009  － 

資産計 17,293,263  16,866,141  △427,122  

⑤ 関係会社長期借入金 2,700,000  2,711,190  11,190  

⑥ リース債務（長期） 14,852,350  14,764,482  △87,867  

⑦ 預り保証金 3,522,174  2,994,438  △527,736  

負債計 21,074,524  20,470,111  △604,413  



※１「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「営業未収入金」「契約資産」「関係会社預け金」「営業未払金」「リー

ス債務（短期）」「未払金」「未払法人税等」「契約負債」については、現金であること、及び短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

※２ 市場価格のない株式等は、「②投資有価証券」には含まれておりません。 

当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

 

 

 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお

ります。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ

ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

① リース投資資産 

リース投資資産の時価については、一定の期間毎に区分した債権毎に、債権額を新規に同様のリース契約を行

った場合に想定される料率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２に分類しておりま

す。 

② その他有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。 

 

 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 301,299  

 時価 

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

② 投資有価証券     

   その他有価証券 167,218  －  －  167,218  

資産計 167,218   －  －  167,218  

 時価 

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

① リース投資資産 －  11,250,435  －  11,250,435  

③ 差入保証金 －  5,366,477  －  5,366,477  

④ 建設協力金 －  82,009  －  82,009  

資産計 －  16,698,923  －  16,698,923  

⑤ 関係会社長期借入金 －  2,711,190 －  2,711,190 

⑥ リース債務（長期） －  14,764,482 －  14,764,482 

⑦ 預り保証金 －  2,994,438 －  2,994,438 

負債計 －  20,470,111  －  20,470,111  



③ 差入保証金 

差入保証金の時価については、償還予定期間を見積り、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標

に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２に分類しております。 

④ 建設協力金 

一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標による利率で割引いた

現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しています。 

⑤ 関係会社長期借入金 

長期借入金のうち、固定金利のものについては、元金利の合計額を借入期間に応じた利率で割り引いた現在価

値により算定しており、その時価をレベル２に分類しております。 

⑥ リース債務（長期） 

リース債務（長期）の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２に分類しております。 

⑦ 預り保証金 

預り保証金の時価については、一定期間ごとに分類し、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標

で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２に分類しております。 

 

Ⅹ．賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、大阪府その他の地域において、賃貸用の物流施設（事務所・倉庫等）を有しております。 

 

２．賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び時価に関する事項 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 

当期末時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

6,717,507 △ 343,546 6,373,961 9,010,657 

（注１）貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額であります。 

（注２）当期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

 

Ⅺ．関連当事者との取引に関する注記 

 （単位：千円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
大和ハウス 

工業株式会社 

（被所有） 

直接 100% 

工場で製造

された建築

建材の運搬

業務及びそ

の附帯関連

業務 

 

役員の兼任

あり 

運送請負等 16,091,714 
営業未収入金 

契約資産 

905,617 

425,739 

固定資産の

購入 
3,447,560 － － 

関係会社 

株式の売却 
2,234,203 － － 

資金の預入 

(注３) 

利息の受取 

(注２) 

4,466,054 

 

3,719 

関係会社 

預け金 
7,608,302 

資金の借入 

及び返済 

 

利息の支払 

(注２) 

△5,300,000 

 

36,633 

関係会社長期 

借入金 
2,700,000 

 

 



（注）１．上記金額のうち、取引金額については、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。   

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      市場価格を参考に決定しております。また、資金の借入利率、資金の預入利率及び資金の貸付利率については、 

市場金利を勘案して決定しております。 

３．資金の預入はグループＣＭＳによるものであり、取引金額については、関係会社預け金の平均残高を記載しており 

ます。 

 

Ⅻ. １株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                                     4,380 円 41 銭 

１株当たり当期純利益                                      536 円 22 銭 
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